
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人大学評価・学位授与機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  平成２６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２６年度における改定内容

独立行政法人の役員給与については、独立行政法人通則法において、国家公務員
の給与、民間企業の役員の報酬等、当該法人の業務の実績その他の事情を考慮して定
めることとされている。

当機構の役員給与については、一般職の職員の給与に関する法律における指定職俸
給表で定める額と同額を定めている。

当機構は、大学等の評価、学位授与、質保証連携及びこれらに関する調査研究の業
務を通して、我が国の高等教育の質の向上を支援し、もって我が国の高等教育の発展
に寄与することを使命としており、職務内容は高等教育に密接に関わっていることから、
近隣の国立大学法人の長の報酬を参考とした。
近隣の国立大学法人の平成25年度の公表資料によれば、平成25年度の国立大学

法人の長の年間報酬額（賞与、都市手当、通勤手当を除く）は、10,654千円～
12,224千円であり、公表対象年度の役員報酬規程を勘案すると、月額の給与は
984千円～1,129千円であると推定される。同様の考え方により、理事の月額の給
与は646千円～912千円であると推定される。

当機構においては、平成16年度より役員に支給される期末特別手当については、
文部科学省独立行政法人評価委員会が行う業務評価の結果を参考にして、当該手当
額の100分の10の範囲内で増減することができることとしている。

法人の長の報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成さ

れている。

月額については、独立行政法人大学評価・学位授与機構役員給

与規則に則り、本給（984千円）に都市手当（118千円）を加算し

て算出している。

期末特別手当についても、独立行政法人大学評価・学位授与機

構役員給与規則に則り、基礎額（本給＋都市手当＋（本給×100

分の25）＋（本給＋都市手当）×100分の20）に、6月に支給する

場合は100分の140、12月に支給する場合は100分の170を乗じ、さ

らに基準日以前6ヶ月以内の在職期間に応じた割合を乗じて得た

額としている。

また、平成26年度では、一般職の職員の給与に関する法律等を

改正する法律に準拠し、期末特別手当支給率の引き上げ（0.15ヶ

月分）を実施した。
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理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

理事の報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されて

いる。

月額については、独立行政法人大学評価・学位授与機構役員給

与規則に則り、本給（720千～776千円）に都市手当（86千～93千

円）を加算して算出している。

期末特別手当についても、独立行政法人大学評価・学位授与機

構役員給与規則に則り、基礎額（本給＋都市手当＋（本給×100

分の25）＋（本給＋都市手当）×100分の20）に、6月に支給する

場合は100分の140、12月に支給する場合は100分の170を乗じ、さ

らに基準日以前6ヶ月以内の在職期間に応じた割合を乗じて得た

額としている。

また、平成26年度では、一般職の職員の給与に関する法律等を

改正する法律に準拠し、期末特別手当支給率の引き上げ（0.15ヶ

月分）を実施した。

該当者なし。

該当者なし。

監事（非常勤）の報酬は月額で構成され、独立行政法人大学評価・
学位授与機構役員給与規則に則り、手当月額120,000円である。
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２　役員の報酬等の支給状況
平成２６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,179 11,808 4,862
92

1,416
（通勤手当）
（都市手当） ※

千円 千円 千円 千円

14,453 9,309 3,834
192

1,117
（通勤手当）
（都市手当）

※
千円 千円 千円 千円

13,643 8,640 3,583
299

1,119
（通勤手当）
（都市手当）

♢
千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,440 1,440 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,440 1,440 0 0
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：「都市手当」は、地域の民間賃金水準を適切に反映するよう、給与水準の調整を図るため支給
　　　　される手当である。

法人の長

A理事

B理事

役名
就任・退任の状況

前職
その他（内容）

B監事

C監事
（非常勤）

D監事
（非常勤）

A監事
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長 　

　理事

独立行政法人大学評価・学位授与機構は、大学等（大学、短

期大学、高等専門学校並びに大学共同利用機関）の教育研究活

動等の状況についての評価等を行うことにより、その教育研究

水準の向上を図るとともに、大学以外で行われる高等教育段階

での様々な学習の成果を評価して学位の授与を行うことによ

り、多様な学習の成果が適切に評価される社会の実現を図り、

もって我が国の高等教育の発展に資することを目的としてい

る。

さらには、近年のグローバル化により、我が国の高等教育の

国際通用性の向上が求められる中、関係国機関との連携、国際

的な質保証活動へ積極的な参画を行うなど、我が国を代表する

中核的な質保証機関としての役割の重要性が高まってきてい

る。

そうした組織の中で、当機構の長は、法人全体の事業を総括

する一方で、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」

（平成25年12月24日閣議決定）において決定された国立大学財

務・経営センターとの法人統合を進めるなど、高いマネジメン

ト能力とリーダーシップが求められる。

当機構の職務内容は高等教育に密接に関わっていることか

ら、国立大学法人の長の報酬も考慮する必要がある。近隣の国

立大学法人の平成25年度の公表資料から近隣の国立大学法人の

長の報酬（賞与、地域手当、通勤手当を除く）と比較して、当

機構の長の年間報酬額（賞与、地域手当、通勤手当を除く）は

同水準である。

・当機構の長の報酬：10,654千円
・近隣の国立大学法人の長の平均報酬：10,987千円

当機構の職務内容や近隣の国立大学法人との比較を踏まえる
と、報酬水準は妥当であると考えられる。

独立行政法人大学評価・学位授与機構法に、理事は機構長を補

佐して機構の業務を掌理すると定められており、当機構の業務内

容に精通した者が理事として適任である。当機構の職務内容は高

等教育に密接に関わっていることから、国立大学法人の理事の報

酬も考慮する必要がある。
近隣の国立大学法人の平成25年度の公表資料から近隣の国立大学
法人の理事の報酬（賞与、地域手当、通勤手当を除く）と比較し
て、当機構の理事の年間報酬額（賞与、地域手当、通勤手当を除
く）は同水準である。

・当機構の理事の平均報酬：7,795千円
・近隣の国立大学法人の理事の平均報酬：8,745千円

当機構の職務内容や近隣の国立大学法人との比較を踏まえる
と、報酬水準は妥当であると考えられる。
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　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

該当者なし。

該当者なし。

独立行政法人通則法に、監事は独立行政法人の業務を監査する

と定められており、当機構の業務内容に精通した者が監事として

適任である。
当機構の職務内容は高等教育に密接に関わっていることから、

国立大学法人の監事（非常勤）の報酬も考慮する必要がある。
近隣の国立大学法人の平成25年度の公表資料から近隣の国立大

学の監事（非常勤）の報酬と比較して、当機構の監事（非常勤）
の年間報酬額は抑えられている。

・当機構の監事（非常勤）の報酬：1,440千円
・近隣の国立大学法人の監事（非常勤）の平均報酬：2,206千円

当機構の職務内容や近隣の国立大学法人との比較を踏まえる

と、報酬水準は妥当であると考えられる。

当該法人の役員の報酬は、職務内容が高等教育に密接に関わって
いる点で類似している近隣の国立大学法人の役員の報酬額と比較す
ると、同水準（法人の長：97.0％、理事：89.1％、監事：65.3％）
に抑えられている。なおかつ、平成25年度業務実績評価結果をも鑑
みると妥当な報酬水準であると考える。
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４　役員の退職手当の支給状況（平成２６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

非常勤監事には退
職手当を支給しない
こととしている

千円 年 月

非常勤監事には退
職手当を支給しない
こととしている

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

法人での在職期間

法人の長

理事A

理事B

監事A

監事B

監事A
（非常勤）

監事B
（非常勤）
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５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

理事A 該当者なし

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

監事A 該当者なし

監事B 該当者なし

判断理由

法人の長 該当者なし

監事A
（非常勤）

非常勤監事には退職手当を支給しないこととしている

理事B 該当者なし

監事B
（非常勤）

非常勤監事には退職手当を支給しないこととしている

当機構においては、役員に支給される期末特別手当については、平成16年度から
平成26年度まで文部科学省独立行政法人評価委員会が行う業務評価の結果を参考に
して、平成27年度からは文部科学大臣が行う業務評価の結果を参考にして、当該手
当額の100分の10の範囲内で増減することができることとしている。
本方針は今後も継続して実施し、必要に応じて拡充することを検討する。
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

当機構職員の給与水準を検討するにあたって、他の法人等のほか、平成26年度

職種別民間給与実態調査によるデータのうち、「職種別・学歴別・年齢階層別平

均支給額」を参考にした。
①近隣の国立大学法人…当機構は、大学等の評価、学位授与、質保証連携及びこ
れらに関する調査研究の業務を通して、我が国の高等教育の質の向上を支援し、
もって我が国高等教育の発展に寄与することを使命としており、職務内容は高等
教育に密接に関わっている。
②国家公務員…平成26年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平
均給与月額は408千円となっており、全職員の平均給与月額は415千円となってい
る。
③平成26年度職種別民間給与実態調査において、当機構と同等の職種の大学卒の
４月の平均支給額は事務係員が284千円、事務主任が349千円、事務係長が395千
円、事務課長代理が474千円、事務課長が606千円、事務部長が757千円となってい
る。

当機構においては、平成16年度より職員の発揮した能率または勤務成績を給与に
反映しているが、平成24年度から人事評価結果を踏まえて本給月額、勤勉手当の支
給割合を決定している。

本給月額については、一定期間における人事評価結果を踏まえた勤務成績に応じ
昇給区分（Ａ～Ｅ）を決定し、7号給～0号給上位の号給に昇給させることができ
る。また、勤務成績が良好でなく改善が見られない場合、下位の号給に降号させる
ことができる。

勤勉手当については、一定期間における人事評価結果を踏まえた勤務成績に応じ
て決定される支給割合（成績率）に基づき支給される。
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　③　 給与制度の内容及び平成２６年度における主な改定内容

独立行政法人大学評価・学位授与機構職員給与規則に則り、本給及び諸手当

（初任給調整手当、扶養手当、管理職手当、都市手当、住居手当、通勤手当、

単身赴任手当、超過勤務手当、休日給、夜勤手当、管理職員特別勤務手当、期

末手当、勤勉手当）としている。

期末手当については、基礎額（本給＋扶養手当＋本給及び扶養手当に対する

都市手当＋役職段階別加算額（該当職員のみ）＋管理職加算額（該当職員の

み））に6月に支給する場合は100分の122.5、12月に支給する場合は100分の

137.5（特定幹部職員にあっては、6月に支給する場合は100分の102.5、12月に

支給する場合は100分の117.5）を乗じ、さらに基準日以前6ヶ月以内の期間の

在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については、基礎額（本給＋本給に対する都市手当＋役職段階別加

算額（該当職員のみ）＋管理職加算額（該当職員のみ））に独立行政法人大学

評価・学位授与機構職員期末手当、勤勉手当支給細則に定める割合を乗じて得

た額としている。

なお、平成26年度では、一般職の職員の給与に関する法律等を改正する法律

等に準拠し、①平成26年4月から初任給を決定する際の号給を減ずる職員の規

定、②平成26年4月から若年層の号給を平均0.3％引き上げ、③平成26年4月か

ら交通用具使用者の通勤手当について、使用距離の区分に応じて引き上げ、④

平成26年12月から勤勉手当を0.15月分引き上げ、⑤平成27年1月1日付け昇給を

１号給抑制、⑥平成27年1月1日以降採用者に係る初任給決定時の措置を改定、

⑦平成27年1月から昇格・降格時号給対応表の改定を実施した。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

81 36.2 5,336 4,000 108 1,336
人 歳 千円 千円 千円 千円

78 35.8 5,205 3,907 100 1,298
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 45.2 8,744 6,407 320 2,337

人 歳 千円 千円 千円 千円

6 49.8 9,868 7,262 178 2,606
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 49.8 9,868 7,262 178 2,606

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 68.8 10,341 7,507 118 2,834
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 68.8 10,341 7,507 118 2,834

人 歳 千円 千円 千円 千円

8 45.3 3,465 2,616 127 849
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 45.3 3,465 2,616 127 849

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：在外職員については、該当者がいないため記載を省略する。
注３：研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）及び教育職種（高等専門学校教員）に
　　　ついては、該当者がいないため記載を省略する。
注４：非常勤職員（教育職種）については、該当者がいないため記載を省略する。
注５：教育職種については、国の教育職（一）相当の者である。

（年俸制適用者）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 59.5 5,529 5,529 153 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 62.5 4,066 4,066 106 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

2 ― ― ― ― ―
注１：常勤職員、在外職員、再任用職員及び非常勤職員については、該当者がいないため記載を省略する。
注２：事務・技術、研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、教育職種（高等専門学校教員）
　　　については、該当者がいないため記載を省略する。
注３：特定有期雇用職員は該当者が２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　人数以外の項目を記載していない。

区分 人員 平均年齢
平成２６年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

常勤職員

事務・技術

教育職種

任期付職員

教育職種

再任用職員

平成２６年度の年間給与額（平均）

総額
うち所定内 うち賞与

教育職種

非常勤職員

事務・技術

任期付職員

年俸制職員

特定有期雇用職員

区分 人員 平均年齢
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②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

　・部　　長 1 ― ―

　・課　　長 2 ― ―

　・課長補佐 8 48.1 7,021

　・係　　長 22 39.9 5,659

　・主　　任 12 34.6 4,865

　・係　　員 33 29.5 3,955

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以
下、④まで同じ。〕

人員

―

7,753～6,233

千円

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

　代表的職位

分布状況を示すグループ 平均年齢
年間給与額

6,936～4,812

6,120～4,526

最高～最低

4,808～3,176

―

注１：当機構に支部等はないため、職位に本部及びそれ以外の区分は設けていない。

注２：部長該当者は１人、課長該当者は２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのある
　　　ことから、人数以外の項目を表示していない。

0

5
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15
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25

30

35

40

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

20～23歳 24～27歳 28～31歳 32～35歳 36～39歳 40～43歳 44～47歳 48～51歳 52～55歳 56～59歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員） （人）
（千円）
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④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

60.2 57.5 58.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

39.8 42.5 41.2

％ ％ ％

         最高～最低 　　48.5～33.1　　 　　47.9～36.6　　 　　48.2～35.6　　

％ ％ ％

64.0 62.3 63.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

36.0 37.7 36.9

％ ％ ％

         最高～最低 　　42.4～32.2　　 　　42.7～34.9　　 　　42.5～33.9　　

管理
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（平成２６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分
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３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

・年齢・地域・学歴勘案　　　　97.8

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　96.0

講ずる措置

内容

・年齢・地域勘案　　　　　　　　98.2

項目

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　70.3％】
（国からの財政支出額　1,250,145千円、支出予算の総額　1,777,624千円：
平成26年度予算）

【累積欠損額0円（平成25年度決算）】

【平成26年度支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　50.3％】

【管理職の割合　7.0％（平成26年度4月1日現在の常勤職員（事務・技術）
114人中、8人）】

【大卒以上の高学歴者の割合　86.8％（平成26年度4月1日現在の常勤職
員（事務・技術）114人中、99人）】

【検証結果】
　当機構の給与制度は国家公務員に準拠しており、平成26年度の対国家
公務員指数においても100未満となっている。また、平成26年度職種別民間
給与実態調査において、当機構と同等の職種の大学卒の４月の平均支給
額は事務係員が284千円、事務主任が349千円、事務係長が395千円、事
務課長代理が474千円、事務課長が606千円、事務部長が757千円となって
いるが、当機構の同職位の平均月給はいずれも民間平均支給額未満と
なっているため、当機構の給与水準は妥当であると考える。

対国家公務員
指数の状況

（主務大臣の検証結果）
　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から
給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めて
いただきたい。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

該当なし

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　94.9

　給与水準の妥当性の
　検証

　平成26年度の対国家公務員指数は100未満となっており、この水準を維
持するために、今後も国家公務員に準じた給与改定を実施するよう努める。
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４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

平成26年度

千円

(A)
千円

(Ｂ)
千円

(Ｃ)
千円

(D)
千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

863,036

区　　分

122,468
福利厚生費

給与、報酬等支給総額

注３：「非常勤役職員等給与」においては、人材派遣契約にかかる費用を含んでいるため、財
　　　務諸表の附属明細書「役員及び職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しな
　　　い。

注１：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　　 記載する。

90,377

1,091,663

注２：「給与、報酬等支給総額」及び「非常勤役職員等給与」においては、賞与引当金繰入額を
　　　含まないため、財務諸表の附属明細書「役員及び職員の給与の明細」における常勤及び
　　　非常勤の合計額と一致しない。

退職手当支給額
15,782

非常勤役職員等給与

最広義人件費

当機構においては、平成16年度より職員の発揮した能率または勤務成績を給与に

反映しているが、平成24年度から人事評価結果を踏まえて本給月額、勤勉手当の支

給割合を決定している。

本給月額については、一定期間における人事評価結果を踏まえた勤務成績に応じ

昇給区分（Ａ～Ｅ）を決定し、7号給～0号給上位の号給に昇給させることができ

る。また、勤務成績が良好でなく改善が見られない場合、下位の号給に降号させる

ことができる。

勤勉手当については、一定期間における人事評価結果を踏まえた勤務成績に応じ

て決定される支給割合（成績率）に基づき支給される。
本方針については今後も継続して実施し、必要に応じて拡充することを検討す

る。

○ 22歳（大卒初任給、独身）
月額 174,200円 年間給与 2,794,168円

○ 35歳（主任、配偶者・子１人）
月額 327,600円 年間給与 5,285,016円

○ 45歳（係長、配偶者・子２人）
月額 402,752円 年間給与 6,620,982円
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総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

・ 「給与、報酬等支給総額」、「最広義人件費」についての分析

国家公務員の給与の改定及び「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等につい

て」（平成24年8月7日閣議決定）に基づく国家公務員の退職手当の見直しに準じた退

職手当減額支給措置等、国家公務員に準じた人件費削減の取組を行っている。

国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律に基づく国家公務員の給与の見

直しに準じ、平成24年4月1日より役員の本給月額、都市手当及び期末特別手当を

9.77％減額、平成24年6月1日より職員の本給月額、都市手当、管理職手当の4.77％～

10％を減額、及び期末勤勉手当の9.77％を減額していたが、平成26年3月31日を減額適

用の終期とした時限立法のため、平成26年度から適用されなくなったこと、及び一般

職の職員の給与に関する法律等の改正に基づき、若年層の号給が平均0.3％引き上げら

れたこと、期末勤勉手当が0.15月分引き上げられたことを主因として、前年度に比較

して平成26年度の「給与、報酬等支給総額」については11.8％、「最広義人件費」に

ついては10.5％増加した。

・ 退職手当の支給水準引下げ等について

「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成24年8月7日閣議決

定）に基づき、役職員の退職手当について平成25年1月から以下の措置を講じている。

・役員に関する講じた措置の概要
退職手当支給額の算出に用いる、退職の日における本給月額に乗じる割合（従前100

分の12.5）を、平成25年1月から100分の12.5に100分の98を乗じて得た割合、平成25年
10月から100分の12.5に100分の92を乗じて得た割合、平成26年7月から100分の12.5に
100分の87を乗じて得た割合に引き下げることとした。

・職員に関する講じた措置の概要
20年以上の期間勤続して退職する常勤職員（傷病によらずその者の都合により退職

する者を除く。）に対する退職手当の基本額に乗じる調整率（従前100分の104）を、
平成25年1月から100分の98、平成25年10月から100分の92、平成26年7月から100分の87
に引き下げるとともに、調整率の適用対象に自己の都合による退職者又は勤続20年未
満の退職者を含めることとした。

また、退職する非常勤職員（期間雇用職員）に対する退職手当の基本額に、平成25

年4月から100分の98、平成25年10月から100分の92、平成26年7月から100分の87の調整

率を乗じることとした。
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